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１. 四半期財務情報の作成等に係る事項

   ①会計処理の方法における簡便な方法の採用の有無 　　　　　　　　　　　:　有

　　　　　実地棚卸は行っておりません。

　　　　　法人税等の計上基準は簡便的な方法を採用しております。

   ②最近連結会計年度からの会計処理の方法の変更の有無   　　　　　　    :  無

   ③連結及び持分法の適用範囲の異動の有無　    　　　   　　　　　　    :  無

２. 平成17年11月期第３四半期財務・業績の概況（平成16年12月1日～平成17年8月31日）

(1) 経営成績（連結）の進捗状況 （百万円未満切捨て）

％ ％ 百万円 ％ 百万円 ％

平成17年11月期第３四半期 3.6 △ 4.6 3,014 △ 17.1 1,692 △ 11.6

平成16年11月期第３四半期 - - 3,637 - 1,913 -

(参考) 平成16年11月期 3,305 1,642

平成17年11月期第３四半期            -

平成16年11月期第３四半期            -

(参考) 平成16年11月期            -

(注）1.潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

 　　2.売上高、営業利益等におけるパーセント表示は、対前年同四半期増減率を示しております。

［経営成績（連結）の進捗状況に関する定性的情報等］

調で、欧州向けが大幅に伸長しましたほか、北米も順調に売上を伸ばし、海外売上高は前年同期に比べ大きく増加

27.74

23.81

たが、防除機や刈払機、及びアフターサービス用部品などが振るわず、売上高は減少しました。海外は、米国及び

円　銭 円　銭

四半期(当期)
純　 利 　益

百万円

3,252

3,407

3,482

平成１７年１１月期　第３四半期財務・業績の概況 (連結)

潜在株式調整後１株当たり
四半期（当期）純利益

平成17年10月19日

代表取締役社長

執行役員経理部長

売　　上　　高 営　業　利　益 経　常　利　益

国内では、新製品の投入や積極的な販売戦略を展開しました結果、前年同期に比べチエンソーなどが伸長しまし

しました。その結果、当第３四半期の売上高は497億51百万円となり、前年同期に比べ17億23百万円（3.6％）増加

しました。

損益面では、当上半期での円高ドル安の影響や排ガス規制対応による製造原価の上昇などにより、経常利益は30

億14百万円となり、前年同期に比べ6億23百万円（17.1％）減少し、四半期（当期）純利益は16億92百万円とな

り、前年同期に比べ2億21百万円（11.6％）減少しました。

欧州の排ガス規制対応や新製品の効果、並びに積極的な販売促進活動により主力製品のチエンソー、刈払機とも好

１株当たり四半期
(当 期) 純 利 益

24.54

49,751

48,028

62,341

百万円
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(2) 財政状態（連結）の変動状況

平成16年11月期第３四半期

(参考) 平成16年11月期

【連結キャッシュ・フローの状況】

平成17年11月期第３四半期

平成16年11月期第３四半期

(参考) 平成16年11月期

(注) 四半期連結キャッシュ・フロー計算書の作成は、当第３四半期より実施しております。

［財政状態（連結）の変動状況に関する定性的情報等］

３. 平成17年11月期の連結業績予想（平成16年12月1日～平成17年11月30日）

(参考)　1株当たり予想当期純利益（通期） 18 円 86 銭

［業績予想に関する定性的情報等］

（参考）平成17年11月期の個別業績予想（平成16年12月1日～平成17年11月30日）

(参考)　1株当たり予想当期純利益（通期） 8 円 70 銭

なる可能性があります。

※上記の予想は本資料の発表日現在において入手可能な情報及び将来の業績に影響を与える不確実な要因に関わる

通　　　期 37,500 600

込んでおります。

　なお、下表（参考）の通り個別業績の売上高及び経常利益の通期予想も中間期での予想を上回っております。

本資料発表現在における仮定を前提としております。実際の業績は、今後様々な要因によって大きく異なる結果と

売　　上　　高

百万円

経　常　利　益

1,100

百万円

－

百万円

3,141

平成17年11月期第３四半期

営 業 活 動 に よ る

キャッシュ・フロー

61,749

58,158

通　　　期

ます。当第４四半期も例年と同様に、当第３四半期より売上が減少するものと見ておりますが、当第３四半期の売

2,600 1,300

キャッシュ・フロー

が、当期末においては売上債権、短期借入金とも減少する見込みです。

総　　資　　産

百万円

63,124

株　主　資　本

百万円

28,262

△ 3,428

－

390

株 主 資 本 比 率

               ％

44.8

百万円

△ 1,691

投 資 活 動 に よ る

387.6326,736

26,264

43.3

380.8445.2

１ 株 当 た り
株　主　資　本

円　銭

409.93

現金及び現金同等物

期 末 残 高キャッシュ・フロー

財 務 活 動 に よ る

百万円

3,995

－

百万円

△ 137

1,419

－

3,857

当社グループ主力製品の需要の季節性から、例年、第３四半期は売上のピークとなる第２四半期に続く売上高と

なりますため、第３四半期末は期末に比べて、資産の部では主に受取手形・売掛金、負債の部では短期借入金の水

準がそれぞれ高くなり、総資産が増加する傾向にあります。当第３四半期末においても同様の状況にあり、総資産

また、前年同期と比べますと、資産の部において今後の増販に備えるための棚卸資産が増加したほか、積極的な

は当期末において減少する見込みです。

経　常　利　益 当 期 純 利 益

百万円

設備投資などにより固定資産が増加し、一方、資本の部において利益剰余金が増加し、総資産は13億75百万円増加

当第３四半期のキャッシュフローにつきましても、前述のとおり前期末に比べて主に売上債権が増加して営業活

動によるキャッシュフローが減少し、短期借入金が増加して財務活動によるキャッシュフローが増加しております

売　　上　　高

百万円

して631億24百万円となりました。

当 期 純 利 益

百万円

百万円

当社グループ主力製品の需要の季節性から、例年、第４四半期の売上高は第２及び第３四半期に比べて落ち込み

63,500

上が予想以上に好調でありましたため、通期の売上高は中間期での予想を上回り635億円となる見込みです。通期

売上高予想の増加に伴って利益面でも中間期の予想を上回り、通期の経常利益は26億円、当期純利益は13億円を見
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株式会社　共立【連結】

１．(要約)四半期連結貸借対照表

（単位：百万円　 百万円未満切捨表示）

金　　額 金　　額 金　　額

% % %

Ⅰ

3,945 4,372 △ 427 3,857

17,974 18,186 △ 211 14,584

15,131 13,883 1,248 14,190

1,518 1,580 △ 62 1,386

38,569 61.1 38,023 61.6 546 34,019 58.5

Ⅱ

18,420 18,036 384 18,300

675 632 42 592

5,458 5,057 401 5,245

24,554 38.9 23,726 38.4 828 24,138 41.5

63,124 100.0 61,749 100.0 1,375 58,158 100.0

Ⅰ

12,358 11,863 494 11,136

10,746 10,740 6 8,049

4,174 3,940 234 4,265

27,279 43.2 26,544 43.0 735 23,452 40.3

Ⅱ

1,692 2,322 △ 630 2,241

4,307 4,514 △ 206 4,615

206 293 △ 87 299

6,206 9.8 7,130 11.5 △ 924 7,156 12.3

33,485 53.0 33,674 54.5 △ 189 30,608 52.6

1,377 2.2 1,337 2.2 39 1,285 2.2

Ⅰ 5,207 5,207 0 5,207

Ⅱ 6,273 6,273 0 6,273

Ⅲ 16,018 14,942 1,076 14,671

Ⅳ 1,258 902 355 965

Ⅴ △ 474 △ 576 102 △ 838

Ⅵ △ 21 △ 12 △ 8 △ 14

28,262 44.8 26,736 43.3 1,525 26,264 45.2

63,124 100.0 61,749 100.0 1,375 58,158 100.0

（ 負 債 の 部 ）

（ 資 産 の 部 ）

流 動 資 産

流 動 負 債

現 金 ・ 預 金

受 取 手 形 ・ 売 掛 金

棚 卸 資 産

そ の 他

流 動 資 産 合 計

有 形 固 定 資 産

支 払 手 形 ・ 買 掛 金

短 期 借 入 金

そ の 他

流 動 負 債 合 計

資 本 合 計

為 替 換 算 調 整 勘 定

その他有価証券評価差額金

自 己 株 式

資 本 金

資 本 剰 余 金

利 益 剰 余 金

( 少 数 株 主 持 分 )

少 数 株 主 持 分

（ 資 本 の 部 ）

固 定 資 産

無 形 固 定 資 産

負債・少数株主持分及び
資 本 合 計

退 職 給 付 引 当 金

そ の 他

固 定 負 債 合 計

負 債 合 計

固 定 資 産 合 計

当 第 ３ 四 半 期 前 第 ３ 四 半 期

長 期 借 入 金

固 定 負 債

（　参　考　）
前 　 期

増　減

　　　　　　　期　　別

    科　　目

資 産 合 計

(平成16年11月30日現在)

構成比構成比 構成比

(平成17年8月31日現在) (平成16年8月31日現在)

投 資 そ の 他 の 資 産
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株式会社　共立【連結】

２．(要約)四半期連結損益計算書

（単位：百万円　 百万円未満切捨表示）

至平成17年 8月31日 至平成16年 8月31日 至平成16年11月30日

金 額 金 額 金 額

% % %

Ⅰ 49,751 100.0 48,028 100.0 1,723 62,341 100.0

Ⅱ 34,926 33,019 1,907 43,115

14,825 29.8 15,009 31.3 △ 184 19,225 30.8

Ⅲ 11,572 11,601 △ 29 15,742

3,252 6.5 3,407 7.1 △ 155 3,482 5.6

Ⅳ 244 547 △ 303 441

Ⅴ 482 317 165 619

3,014 6.1 3,637 7.6 △ 623 3,305 5.3

Ⅵ 125 124 1 132

Ⅶ 149 375 △ 226 497

2,991 6.0 3,386 7.1 △ 395 2,940 4.7

1,164 1,462 △ 298 1,179

△ 61 △ 188 127 △ 104

195 198 △ 3 222

1,692 3.4 1,913 4.0 △ 221 1,642 2.6四半期（当期）純利益

税 金 等 調 整 前
四半期（当期）純利益

法人税・住民税及び事業税

法 人 税 等 調 整 額

少 数 株 主 利 益

　　　　　　　期　　別

    科　　目

増　減

売 上 総 利 益

前 第 ３ 四 半 期当 第 ３ 四 半 期

百分比

（参考）前　期

自平成15年12月 1日

営 業 外 収 益

自平成16年12月 1日

百分比 百分比

自平成15年12月 1日

売 上 高

売 上 原 価

販売費及び一般管理費

営 業 外 費 用

特 別 損 失

特 別 利 益

営 業 利 益

経 常 利 益
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株式会社　共立【連結】

３．四半期連結剰余金計算書

（単位：百万円　 百万円未満切捨表示）

Ⅰ 6,273 6,273

Ⅱ 6,273 6,273

Ⅰ 14,671 13,373

Ⅱ

１． 344 344

Ⅲ 1,692 1,642

Ⅳ 16,018 14,671

(注）四半期連結剰余金計算書の作成は、当第３四半期から実施しております。

当 期 純 利 益

利 益 剰 余 金
四半期末（期末）残高

　　　　　　　期　　別

    科　　目

（利益剰余金の部）

利益剰余金期首残高

利 益 剰 余 金 減 少 高

配 当 金

（資本剰余金の部）

資本剰余金期首残高

資 本 剰 余 金
四半期末（期末）残高

金          額

当 第 ３ 四 半 期 （参考）前　　期

自平成16年12月 1日 自平成15年12月 1日

金          額

至平成16年11月30日至平成17年 8月31日
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株式会社　共立【連結】

４．四半期連結キャッシュ・フロー計算書

（単位：百万円　 百万円未満切捨表示）

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー
1. 税金等調整前四半期（当期）純利益 2,991 2,940

2. 減価償却費及びその他の償却費 1,592 2,251

3. 退職給付引当金の増減額（減少は△） △ 307 △ 117

4. 役員退職慰労引当金の増減額（減少は△） △ 58 4

5. 受取利息及び受取配当金 △ 163 △ 321

6. 固定資産売却益 △ 19 △ 7

7. 支払利息 358 381

8. 投資有価証券売却益 △ 5 △ 106

9. 固定資産除却損及び売却損 72 161

10. 製品回収・無償修理費用 － 316

11. 製品回収・無償修理費用修正益 △ 100 －

12. 売上債権の増減額（増加は△） △ 2,820 △ 31

13. たな卸資産の増減額（増加は△） △ 399 △ 1,290

14. 仕入債務の増減額（減少は△） 344 832

15. 環境対策費用 75 －

16. その他 0 △ 174

小計 1,558 4,837

17. 利息及び配当金の受取額 164 323

18. 利息の支払額 △ 348 △ 373

19. 法人税等の支払額 △ 861 △ 1,535

20. 特別退職金の支払額 － △ 7

21. 製品回収・無償修理費用の支払額 △ 119 △ 102

22. 環境対策費用の支払額 △ 3 －

営業活動によるキャッシュ・フロー 390 3,141

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー
1. 定期預金の払戻による収入 － 10

2. 有価証券の取得による支出 △ 215 △ 126

3. 有価証券の売却による収入 115 275

4. 有形及び無形固定資産の取得による支出 △ 1,595 △ 3,447

5. 有形及び無形固定資産の売却による収入 154 116

6. 有形及び無形固定資産の除却による支出 △ 23 △ 75

7. 投資有価証券の取得による支出 0 △ 140

8. 投資有価証券の売却による収入 17 156

9. 子会社に対する出資 － △ 216

10. 子会社株式の取得による支出 △ 167 －

11. その他 23 20

投資活動によるキャッシュ・フロー △ 1,691 △ 3,428

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー
1. 短期借入金の純増減額（減少は△） 1,909 160

2. 長期借入による収入（減少は△） － 1,585

3. 長期借入金返済による支出 △ 69 △ 1,459

4. 配当金の支払額 △ 344 △ 344

5. 自己株式の取得 △ 6 △ 4

6. 少数株主への配当金の支払額 △ 68 △ 73

財務活動によるキャッシュ・フロー 1,419 △ 137

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る換算差額 18 3

Ⅴ 現金及び現金同等物の増減額（減少は△） 137 △ 421

Ⅵ 現金及び現金同等物期首残高 3,857 4,278

Ⅶ 現金及び現金同等物の四半期（期末）残高 3,995 3,857

(注) 四半期連結キャッシュ・フロー計算書の作成は、当第３四半期より実施しております。

金          額

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　期　　別

　　　科　　目

当第３四半期 （参考）前　期

至 平成17年８月31日 至 平成16年11月30日
自 平成16年12月１日 自 平成15年12月１日

金          額
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株式会社　共立【連結】

（１）事業の種類別セグメント情報

（２）所在地別セグメント情報

当第３四半期（自 平成16年12月１日 至 平成17年８月31日） （単位：百万円　 百万円未満切捨表示）

Ⅰ 売上高及び営業損益

売     上     高

(1)
23,920 25,831 49,751 - 49,751

(2)
10,696 842 11,538 (11,538) -       

計 34,617 26,673 61,290 (11,538) 49,751

営 業 費 用 31,875 24,902 56,777 (10,278) 46,499

営 業 利 益 2,742 1,770 4,513 (1,260) 3,252

前連結会計年度（自 平成15年12月１日 至 平成16年11月30日） （単位：百万円　 百万円未満切捨表示）

Ⅰ 売上高及び営業損益

売     上     高

(1)
30,570 31,770 62,341 - 62,341

(2)
13,275 940 14,215 (14,215) -

計 43,845 32,711 76,556 (14,215) 62,341

営 業 費 用 40,960 30,506 71,466 (12,607) 58,858

営 業 利 益 2,885 2,205 5,090 (1,608) 3,482

(注) 1.

当第３四半期 1,278 百万円

前連結会計年度 1,756 百万円

2. 国又は地域の区分の方法及び各区分に属する主な国又は地域

(1) 国又は地域の区分の方法

          地理的近接度によっております。

(2) 各区分に属する主な国又は地域

          北       米……米国、カナダ

3. 四半期の事業の種類別セグメント情報の作成は、当第３四半期より実施しております。

消 去
又は全社

連 結

営業費用のうち消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の主なものは、親会社本社の総務、経理部門等管

日 本 北 米 計

ｾｸﾞﾒﾝﾄ間の内部売上高
又は振替高

消 去
又は全社

連 結

の営業損益の合計額の90%超であるため事業の種類別セグメント情報の記載を省略しております。

ｾｸﾞﾒﾝﾄ間の内部売上高
又は振替高

理部門に係る費用であります。

外部顧客に対する
売上高

外部顧客に対する
売上高

５．セグメント情報

当第３四半期（自 平成16年12月１日 至 平成17年８月31日）及び前連結会計年度(自 平成15年12月１日 至 平成16

年11月31日)

農林業機械関連事業部門の売上高、営業損益の合計が全セグメントの連結売上高、営業損益の生じているセグメント

日 本 北 米 計
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（３）海外売上高

当第３四半期（自 平成16年12月１日 至 平成17年８月31日） （単位：百万円　 百万円未満切捨表示）

Ⅰ

Ⅱ

Ⅲ

前連結会計年度（自 平成15年12月１日 至 平成16年11月30日） （単位：百万円　 百万円未満切捨表示）

Ⅰ

Ⅱ

Ⅲ

(注) 1.

2. 国又は地域の区分の方法及び各区分に属する主な国又は地域

(1) 国又は地域の区分の方法

          地理的近接度によっております。

(2) 各区分に属する主な国又は地域

          北       米……米国、カナダ

          その他の地域……フランス、イタリー、イギリス、台湾

3. 四半期の海外売上高の作成は、当第３四半期より実施しております。

6,707

その他の地域

60.7%連結売上高に占める海外売上高の割合

海 外 売 上 高

連 結 売 上 高

49.9% 10.8%

31,106

6,027海 外 売 上 高

連 結 売 上 高

計

31,256

その他の地域

49,751

海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。

62.8%50.7% 12.1%

62,341

37,814

計北米

連結売上高に占める海外売上高の割合

北米

25,229
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